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２０２２年度調剤報酬改定の留意点 

改定後の調剤技術料・薬学管理料などの算定要件

について 

リフィル処方箋について 

（疑義解釈の解説など） 

本日の内容 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（令和４年３月３１日 日本薬剤師会作成資料より抜粋） 



（令和４年３月３１日 日本薬剤師会作成資料より抜粋） 



（令和４年３月３１日 日本薬剤師会作成資料より抜粋） 



（令和４年３月３１日 日本薬剤師会作成資料より抜粋） 



（令和４年３月３１日 日本薬剤師会作成資料より抜粋） 



（令和４年３月３１日 日本薬剤師会作成資料より抜粋） 



各項目における留意点について 



（令和４年３月３１日 日本薬剤師会作成資料より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

同一グループ内の処方箋受付回数の
合計及び保険薬局の数の考え方は、
新規に開設した保険薬局について、
新規指定時における調剤基本料の施
設基準の届出の際にも適用。 

情報通信機器を用いた服薬指導を
行った場合において、当該服薬指導
に係る処方箋の受付回数は、処方
箋の受付回数に含める。 
 

特定の保険医療機関に係る処方箋
による調剤の割合については、情報
通信機器を用いた服薬指導を行った
場合に係る処方箋の受付回数を含
めず算出する。 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

地域支援体制加算の施設基準に関して、
「COV 自宅」又は「COV 宿泊」による対応にお

いて、薬剤師が訪問し対面による服薬指導し
た場合（在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料
１（500 点）を算定する場合）、在宅患者訪問

薬剤管理指導料を算定している患者であれ
ば、在宅患者への対応の実績として回数に
加えることができる。 

地域支援体制加算の届出を行っている調剤
基本料１を算定する保険薬局において、 

地域支援体制加算２の新規届出を行う場合、
地域支援体制加算１の実績を満たすことを
改めて示す必要がある 



（日本薬剤師会医薬保険課 令和４年４月２２日事務連絡 
令和４年度調剤報酬改定等説明会における質問等についてより抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

災害や新興感染症の発生時に薬局機能を維持 
 
避難所・救護所等における医薬品の供給 
調剤所の設置に係る人員派遣等の協力 
 

災害時の薬局の体制や対応について手順書等
を作成、職員に共有 
 

災害や新興感染症の発生時等に医薬品の供給
や地域の衛生管理に係る対応について、薬局
内での研修等の体制整備 

災害や新興感染症に係る地域の協議会、研修、
訓練等に参加するよう計画を作成 
 

協議会、研修又は訓練等には、年１回程度参加
することが望ましい。 
 
参加した場合には地域の他の保険薬局等に共有 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

対応可能な体制を確保していることについて、 

薬局内での掲示又は当該薬局のホームページ等
において公表していること。 

自治体や薬剤師会等のホームページ等において
も、広く周知されていることが望ましい。 

ＰＣＲ等検査無料化事業に係る検査実施事業者と
して登録され、当該事業を実施していること。 

当該検査実施事業者として登録されていることを
自治体等のホームページ等において広く周知 



（厚生労働省保険局医療課令和４年４月１１日事務連絡より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（令和４年３月３１日 日本薬剤師会作成資料より抜粋） 



（令和４年３月３１日 日本薬剤師会作成資料より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

（日本薬剤師会医薬保険課 令和４年４月２２日事務連絡 
令和４年度調剤報酬改定等説明会における質問等についてより抜粋） 

調剤管理料における「内服薬」に、 
浸煎薬及び湯薬は含まれない 

内服薬の処方が無く、 
・内服用滴剤 
・外用薬 
・注射薬 
・屯服薬 
・浸煎薬 
・湯薬 
が処方された場合は、 
調剤管理料２（４点）を算定 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

自家製剤は、医薬品の特性を十分に理解し、
薬学的に問題ないと判断される場合に限り
行うこと。 

処方された全内服薬について、服薬困難解消を
目的として、全部又は一部剤形を加工する場合は
嚥下困難者用製剤加算 
 
処方された用量に対応する剤形・規格がなく、 

医師の指示に基づき錠剤の分割又は剤形変更を
伴った自家製剤を行う場合は自家製剤加算 
 
                    （原則として） 

自家製剤加算における「同一剤形」の範囲は、 
 
○内用薬 
① 錠剤、口腔内崩壊錠、分散錠、粒状錠、カプセル剤、丸剤 
② 散剤、顆粒剤、細粒剤、末剤 
については、それぞれ別剤形として取り扱うこと。 
 

その他については、内服薬及び外用薬における「同一剤形」の
取扱いと同様である。 



（日本薬剤師会医薬保険課 令和４年４月２２日事務連絡 
令和４年度調剤報酬改定等説明会における質問等についてより抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

複数の医療機関から６種類以上の内服薬が
処方されている患者が対象。 
同一医療機関の複数診療科は対象外。 

直近の受付日から３年以上経過している
場合は対象 

複数の保険医療機関が交付した同一患者の
処方箋を同時にまとめて受け付けた場合、
調剤管理加算は１回のみ算定。 

「内服薬の種類が変更した場合」とは、 
処方されていた内服薬について、 

異なる薬効分類の有効成分を含む
内服薬に変更された場合を指す 

服用薬剤調整支援料の直近の算定日の翌日
から翌年の同月末日までの間は、「１回以上
算定した実績」を有するものとしてよい。 



（日本薬剤師会医薬保険課 令和４年４月２２日事務連絡 
令和４年度調剤報酬改定等説明会における質問等についてより抜粋） 

同一有効成分の規格違いは１種
類と取り扱う 

複数の医療機関からの投薬につ
いては、お薬手帳などにより処方
箋を応需していない医療機関で
処方されていることが確認できれ
ば算定可能。 
 

少なくとも１つの医療機関からの
処方箋を受け付ける必要がある。 

異なる薬効分類の有効成分を含む
内服薬に変更された場合又は１種
類以上増加した場合が対象 

内服薬の種類が減った場合には
加算の対象とはならない。 



（令和４年３月３１日 日本薬剤師会作成資料より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

「かかりつけ薬剤師と連携する他の薬剤師
が服薬指導等を行うことについて」 
 

処方箋を受け付け、実際に服薬指導等を
実施する際に同意を得ることでは不可。 
 

事前に患者の同意を得ている必要があり、
同意を得た後、次回の処方箋受付時以降
に算定できる。 

かかりつけ薬剤師と連携する他の薬剤師に
新たに別の薬剤師を選定する場合は、再度
同意を得る必要があり、次に要件を満たした
際に算定可能。 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

既存の同意書に追記する場合には、当該同意を得
た日付を記載するとともに、改めて患者の署名を得
るなど、追記内容について新たに同意を取得したこ
とが確認できるようにすること。 

また、別に文書により当該特例に係る同意を得る場
合については、既存の同意書と共に保管すること。 

かかりつけ薬剤師と連携する他の薬剤師については、
届出は不要。 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

服薬管理指導料の特例（かかりつけ薬剤師と
連携する他の薬剤師が対応した場合）を算定し
た場合には、算定要件を満たせば服薬管理指
導料の各注に規定する加算を算定できる 

「かかりつけ薬剤師指導料等」について、 

かかりつけ薬剤師が情報通信機器を用いた
服薬指導を行う場合、それぞれの算定要件を
満たせば算定可。 



（日本薬剤師会医薬保険課 令和４年４月２２日事務連絡 
令和４年度調剤報酬改定等説明会における質問等についてより抜粋） 

患者ごとでかかりつけ薬剤師と
連携する他の薬剤師は１名まで。 

かかりつけ薬剤師と連携する他の
薬剤師もやむを得ず対応できな
かった場合は、通常の服薬管理指
導料として算定する。 

保険医療機関の薬剤師としての
勤務経験を１年以上有する場合、
１年を上限として保険薬剤師とし
ての経験に含めることができる。 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

（日本薬剤師会医薬保険課 令和４年４月２２日事務連絡 
令和４年度調剤報酬改定等説明会における質問等についてより抜粋） 

改定前の一包化加算と同様に、 

外来服薬支援料２を算定した範囲の薬剤に
ついては、自家製剤加算や計量混合調剤
加算の算定は不可。 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

（厚生労働省保険局医療課令和４年４月１１日事務連絡より抜粋） 

服薬情報等提供料１、２又は３をそれぞれ
同一月に１回算定することは可能。 
（異なる内容について情報提供を行う場合） 
 

保険医療機関への情報提供については、
服薬情報等提供料１及び２については 

月１回に限り、服薬情報等提供料３につい
ては３月に１回に限り算定可。 



（日本薬剤師会医薬保険課 令和４年４月２２日事務連絡 
令和４年度調剤報酬改定等説明会における質問等についてより抜粋） 

（厚生労働省保険局医療課令和４年４月１１日事務連絡より抜粋） 

患者が持参した服用薬の現品を
確認することが必要 

保険医療機関への情報提供時
又は患者の次回来局時に算定 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

小児特定加算の対象患者であることは、
国や地方自治体が発行する手帳の確認、
処方医への問合せ等により確認すること。 
確認できない場合は、算定できない。 



（令和４年３月３１日 日本薬剤師会作成資料より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

「在宅療養を担う保険医と連携する
他の保険医についての担当医への
確認は、在宅療養を担う保険医と
連携する他の保険医の求めにより、
患家を訪問して必要な薬学的管理
指導を行った後に行うことで可。 

この場合においては、薬学的管理
指導の実施後に担当医への情報
提供を行う際に確認を行うこと。 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

（日本薬剤師会医薬保険課 令和４年４月２２日事務連絡 
令和４年度調剤報酬改定等説明会における質問等についてより抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

（厚生労働省保険局医療課令和４年４月１１日事務連絡より抜粋） 

（日本薬剤師会医薬保険課 令和４年４月２２日事務連絡 令和４年度調剤報酬改定等説明会における質問等についてより抜粋） 

在宅患者医療⽤⿇薬持続注射療法加算、
在宅中⼼静脈栄養法加算は、 
介護保険における居宅療養管理指導を 
算定している患者においては算定不可。 

在宅患者医療用麻薬持続注射療法加算・
在宅患者中心静脈栄養法加算は、 
在宅患者訪問薬剤管理指導料と同様、 
処方箋受付がない場合であっても算定可 

在宅中心静脈栄養法加算は薬剤調製料の
無菌製剤処理加算、または在宅患者医療用
麻薬持続注射療法加算との併算定は可 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（日本薬剤師会医薬保険課 令和４年４月２２日事務連絡 
令和４年度調剤報酬改定等説明会における質問等についてより抜粋） 



ＩＣＴの活用に関連した 
調剤報酬の改定について 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

いわゆる０４１０対応において、 
 

電話を用いて服薬指導を行った場合は、
改定後の服薬管理指導料等の算定要
件を満たせば、引き続き旧調剤点数表
における薬剤服用歴管理指導料の点
数（注に規定する加算（注５に規定する
加算を除く。）を含む。）等を算定できる。 
 

情報通信機器を用いた服薬指導を行っ
た場合は、算定要件を満たせば、改定
後の服薬管理指導料４等を算定できる。 

新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その６９）より 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

在宅患者訪問薬剤管理指導料を算定
している患者については、 
 

電話を用いて服薬指導を行った場合は、
４月２４日事務連絡に記載のとおり、 

その他の要件を満たせば、令和４年４
月１日以降も、旧調剤点数表における
薬剤服用歴管理指導料の「１」に掲げ
る点数を算定できる。 
 

情報通信機器を用いた服薬指導を
行った場合は、算定要件を満たせば、
改定後の在宅患者オンライン薬剤管理
指導料を算定できる。 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

「当該患者に係る薬剤情報等の取得が困
難な場合」とは、 
患者がマイナンバーカードを持参せず、 
薬剤情報等の取得が困難な場合、 

患者のマイナンバーカードが破損等により
利用できない場合や利用者証明用電子証
明証が失効している場合などが該当 

保険薬局の内側及び外側への掲示は、 

薬局の窓口や掲示板に「マイナ受付」の
ポスターやステッカーを掲示することで可 



リフィル処方箋について 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省 保険局 
医療課資料より抜粋） 



（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

リフィル処方箋により調剤した場合、 
算定要件を満たしていれば、 
服薬情報等提供料１又は２を算定可。 

２回目以降の調剤については、 
次回調剤予定日を含まない前後７日間 
 

次回調剤予定日までに来局することが
望ましいこと等を患者に伝える 

リフィル処方箋の写しは、 

当該リフィル処方箋の写しに係る調剤の
終了日から３年間保管 



（日本薬剤師会医薬保険課 令和４年４月２２日事務連絡 
令和４年度調剤報酬改定等説明会における質問等についてより抜粋） 

（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

（参考：医科診療報酬点数表関係） 

（厚生労働省保険局医療課令和４年３月３１日事務連絡より抜粋） 

リフィル処方箋を次回調剤予定日の
前後７日以外の日に受け付けた場 
合は、調剤を行うことはできない。 

リフィル処方を行う医薬品と行わない
医薬品を処方する場合には、処方箋
を分ける必要がある 

１回の使用による投薬期間が異なる 

医薬品の場合、又はリフィル処方箋の
使用回数の上限が異なる医薬品の場
合は、処方箋を分ける必要がある 

分割調剤の際の点数ではなく、 
通常の受付時と同様の算定 
（調剤基本料、薬学管理料等） 



調剤報酬を正しく理解し、 
適切な保険薬局業務を行い、 

適正に保険算定を行って頂きますよう、
お願い致します。 

ご清聴ありがとうございました。 


